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１．はじめに 
近年、地球温暖化問題のような国際気候問題に対する世間の関心が高まっている。このような国際気候

問題に対して、環境ロビー団体のロビー活動が、環境政策を決定する政府の政策の選択に強い影響を及ぼ

すようになっている。また、環境政策の手段として、排出税や排出量規制といった政策に加えて、近年、

排出権市場に関する分析が盛んに行われている。 
本稿では、以上のような現状を背景として、各国におけるロビー活動が行われる2国が存在する状況に

おいて、国際気候政策に対するロビー活動の影響について分析を行う。  
主な先行研究は、以下の通りである。Habla & Winkler(2013)では、国内排出権市場と国際排出権市場

の2つの市場体制が考慮され、体制の選択と排出権の選択を非協力逐次ゲームとしてモデル化し、各国に

複数のロビー団体が存在してロビー活動を行っている状況を分析している。ただし、各国の企業は排出量

の水準を選択するものとしており、本稿のような排出削減水準の選択は扱っていない。また、Holtsmark 
& Sommervoll(2012)では、各国の企業が排出削減水準を選択するものとし、国内排出権市場と国際排出

権市場の比較を行っているが、ロビー団体によるロビー活動は考慮されていない。 
 本稿では、以上のような先行研究に基づき、以下のような状況を分析する。第1国と第2国の2国が存

在するものとする。2 段階ゲームを想定し、第 1 段階において、各国の政府が自国企業に初期に配分され

る排出権（排出許可証）の水準を決定する。この段階において、政府の政策を自らに有利なようにするた

めに環境ロビー団体によるロビー活動が行われる。各国政府は、自国の社会厚生と献金との加重和を最大

化するように排出権水準の決定を行う。第2段階で、各国企業が排出削減水準の選択を行う。各国企業は、

各国政府が第1段階で決定した排出権を初期配分される。各国企業は、排出権売却による収入から排出削

減費用を差し引いた純収入を最大化するように排出削減水準を決定する。 
 本稿の構成は以下の通りである。第2節でモデルを示す。第3節で政治的なゲームについて扱う。第4
節で比較静学を行う。第5節で結論を述べる。 
  
 
２．モデル 
 本節では、Holtsmark & Sommervoll(2012)に基づき、基本モデルについて扱う。第1国と第2国の2
国が存在するものと仮定する。第 ( 1,2i i )= 国の企業は生産活動により汚染物質を排出するが、排出削減

活動を同時に行うものとする。 
 各国の企業の排出削減費用は、以下の式で与えられる。 

       
2( ) 2i i ic a aγ=  （１） 
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 ただし、 は排出削減水準である。 ia

 各国の企業が排出削減活動を行うことにより、各国には以下の便益が生じる。 
2 2

1 1
( )i i i

i i
iB a b a

= =
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ここで、以下のような2段階のゲームを想定する。 
 
第1段階：各国の政府が排出権の初期配分水準を決定する。排出権は各国の企業に初期配分される。 
第2段階：国際排出権市場で価格 p で取引できる各国の企業が、排出削減水準を決定する。 
 
 このゲームを後ろ向き帰納法で解く。 
 まず、第2段階において、各国の企業が排出権の売却によって得られる収入から排出削減費用を差し引

いた純収入を最大化するように、排出削減水準を決定する。 
 各国企業の純収入は、以下のように与えられる。 

    1 2 1 2( , ) ( , )( ) ( )i i i il l p l l l e a c ai iπ = − + −    （３） 

ただし、 ie は各国の排出削減を行う前の排出量（一定）であり、 は排出権の初期配分水準である。（３）

式の右辺の第1項は、排出権の初期配分水準から排出削減後の排出量を差し引いた、排出権の取引量に排

出権価格をかけた排出権収入を表す。 

il

各国企業の純収入の最大化の一階の条件は、以下の式で表される。 

      i i ip c a aγ= ∂ ∂ =   （４） 

 （４）式より、排出削減水準に関して以下の式が得られる。 

       ia p γ=   （５） 

 次に、国際排出権市場における均衡の条件が、以下の式で与えられる。 

      
2 2

1 1
( )i i

i i
e a l

= =

− =∑ i∑   （６） 

 左辺は、各国の企業の排出削減後の排出量の合計を表し、右辺は各国の排出権の初期配分水準の合計を

表す。  
（５）式を（６）式に代入すると、均衡における排出権の価格が以下のように求められる。 

      { }1 2 1 2 1 2( , ) ( ) ( ) 2p l l e e l lγ= + − +  （７） 

 また、（７）式を（５）式に代入すると、均衡における排出削減水準が以下のように求められる。 

      { }1 2 1 2 1 2( , ) ( ) ( ) 2ia l l e e l l= + − +   （８） 

 第i 国の社会厚生は、排出削減による便益及び排出権収入から排出削減費用及び環境損失を差し引いて

次のように与えられる。 
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 各国の環境損失は以下のように与えられる。 

      ( )iD E Eiε=                  （１０） 

ただし、 である。 1 2E l l= +

また、各国の排出権収入は以下のように与えられる。 

     1 2 1 2( , ) ( , )( )i iT l l p l l l e ai i= − +                （１１） 

 第i 国にはその環境政策を決定する政府が存在する。各国の政府は排出権の初期配分水準の選択を行う。

その際、各国の政府は社会厚生だけでなく、環境ロビー団体による献金も考慮する。各国の環境ロビー団

体は、各国の排出削減水準の決定に影響を与えるために、ロビー活動として献金の提供を行う。 
 第i 国にはそれぞれ 1 つの環境ロビー団体が存在する。第i 国の環境ロビー団体が環境汚染から損失を

被る程度を 10 iδ≤ ≤ で表す。各国の排出権収入はすべて環境ロビー団体に配分されるものとする。した

がって、第i 国の環境ロビー団体の粗利得は以下のように表される。 

        （１２） 1 2 1 2( , ) ( ) ( , )i i i iv l l D E T l lδ= − +

 第i 国の環境ロビー団体は彼らの利益になるような政策を選択させるように各国の政府に献金を行う。

環境ロビー団体は彼らのメンバーの粗利得、すなわち第i 国の環境ロビー団体の粗利得 からロビー活動

の献金を差し引いた以下のような純利得を最大化すると仮定する。 

iv

            （１３） 1 2 1 2 1 2( , ) ( , ) ( , )i i iV l l v l l C l l= −

 は、第 国の環境ロビー団体が行う献金の水準を表す。 iC i

 （１３）式より、各国の環境ロビー団体の純利得の最大化の条件は、以下の式で与えられる。 

      0i i i i i iV l v l C l∂ ∂ = ∂ ∂ − ∂ ∂ =    （１４） 

 （１４）式より、 i i i iv l C l∂ ∂ = ∂ ∂ が得られる。 

 各国の政府は、社会厚生と献金の加重和である以下のような利得の最大化を図る。 

          （１５） 1 2 1 2 1 2( , ) ( , ) ( , )i i iG l l W l l C l lθ= +

ただし、θ は各国の政府が社会厚生 に比して献金に与える相対的なウェイトを表す。  iW

  
３．政治的なゲーム 
 （１４）式より、各国政府の（１５）式における利得の最大化に関する一階の条件は、以下の式で与え
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られる。 

      0i i i i i i i i i iG l W l C l W l v lθ θ∂ ∂ = ∂ ∂ + ∂ ∂ = ∂ ∂ + ∂ ∂ =   （１６） 

 （１６）式より、ナッシュ均衡における各国の排出権の水準は、以下のように求められる。 

      { }1 2 1 1 2
2 1 22 ( )Nl p b b p 2

2δ ε δ
γθ γ γ γ

= − + − − − ε  （１７） 

 （１７）式を（８）式に代入すると、ナッシュ均衡における各国企業の排出削減水準に関して、以下の

式が得られる。 

      { }1 2 1 2 1 2( , ) ( ) ( ) 2N Na l l e e l l= + − + N
   （１８） 

  
４．比較静学 
 本節では、各パラメータの変化が各国の排出権の初期配分水準及び各国の排出削減水準に対する影響に

ついて考察する。 
 （１７）式より、各国の環境ロビー団体の環境損失の程度の変化が各国の排出権の初期配分水準に対す

る影響は、以下の式で与えられる。 

      2N
i il δ ε γ∂ ∂ = − < 0   （１９） 

 したがって、次の命題が得られる。 
 
命題１ 
 各国の環境ロビー団体の環境損失の程度が上昇すると、各国の排出権の初期配分水準が下落する。 
 
 ここで、各国の環境損失のパラメータが高いほど、各国の排出権水準の下落幅が大きくなる。また、排

出削減費用のパラメータが高いほど、各国の排出権の初期配分水準の下落幅が小さくなる。 
 次に、（１８）式より、各国の環境ロビー団体の損失の程度の変化が各国企業の排出削減水準に対する影

響は、以下の式で与えられる。 

      0N
i ia δ ε γ∂ ∂ = >    （２０） 

 したがって、次の命題が得られる。 
 
命題２ 
 各国の環境ロビー団体の環境損失の程度が上昇すると、各国の排出削減水準が上昇する。 
 
 ここで、各国の環境損失のパラメータが高いほど、各国の排出削減水準の上昇幅が大きくなる。また、

排出削減費用のパラメータが高いほど、各国の排出削減水準の上昇幅が小さくなる。 
 以上２つの命題の含意は、以下のように考えられる。環境ロビー団体は、環境損失の程度が上昇すれば、

環境損失を軽減するために、排出量の水準を減らすことを目的としてロビー活動を行うと考えられる。そ

の結果、排出権の水準が下落し、排出削減水準が上昇するものと考えられる。 
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 次に、（１７）式より、献金に対するウェイトの変化が各国の排出権の初期配分水準に及ぼす影響は、以

下の式で与えられる。 

          { }1 2 1 22

2 2 ( ) 0 ( )Nl p b b p b bθ
γθ

> <
< >∂ ∂ = − − + ⇔ + 2   （２１） 

 したがって、次の命題が得られる。 
 
命題３ 
 献金に対するウェイトが上昇すると、各国の排出権の初期配分水準は以下のように変化する。 
（１）両国の便益パラメータの平均が排出権の価格と比べて小さければ、各国の排出権の初期配分水準は

下落する。 
（２）両国の便益パラメータの平均が排出権の価格と比べて大きければ、各国の排出権の初期配分水準は

上昇する。 
 
 次に、（１８）式より、献金に対するウェイトの変化が各国企業の排出削減水準に対する影響は、以下の

式で与えられる。 

        { }1 2 1 22

1 2 ( ) 0 ( )Na p b b p b bθ
γθ

> >
< <∂ ∂ = − + ⇔ + 2  （２２） 

したがって、次の命題が得られる。 
 
命題４ 
 献金に対するウェイトが上昇すると、各国の排出削減水準は以下のように変化する。 
（１）両国の便益パラメータの平均が排出権の価格と比べて小さければ、各国の排出削減水準は上昇する。 
（２）両国の便益パラメータの平均が排出権の価格と比べて大きければ、各国の排出削減水準は下落する。 
 
  
５．結論 
 本稿では、各国におけるロビー活動が行われる2国が存在する状況において、国際気候政策に対するロ

ビイングの影響について分析を行った。各国の環境ロビー団体がロビー活動を行う状況を想定し、国際排

出権市場が存在する場合の各国の政府による排出権の選択及び各国の企業による排出削減水準の選択につ

いて分析し、均衡における排出権及び排出削減水準を求めた。 
 本稿の分析の結果、各国の環境ロビー団体の損失の程度が上昇した場合、均衡における各国の排出権の

初期配分水準が下落し、各国の排出削減水準が上昇するということが明らかとなった。また、各国政府が

献金に与えるウェイトが変化すると、排出権価格と各国の便益パラメータの平均との大小関係により、均

衡における各国の排出権の初期配分水準や各国の排出削減水準に与える影響が異なるということが明らか

となった。 
 なお、本稿では環境ロビー団体しか考慮していないが、産業ロビー団体がロビー活動を行うケースも考

えられる。このようなケースについて研究することが今後の課題である。 
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